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1 事業の目的
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象
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2 令和５年（2023年）度に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

会計年度任用職員 0.3 0.3 0.3 0.5 0.5

正規職員等 0.6 1.0 1.0 1.0 1.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源
内訳

国県支出金

地方債

その他特定財源

一般財源 175 266 300

事業費の合計　（千円） 175 266 300

人件費　（千円） 8,316 8,613

ペアレントトレーニング
事業

ペアレントトレーニングの
職員研修に６人参加。

研修参加人数（人）
6 12 12

50.0%
0 0 0

出張相談事業 子育て支援センター、学
習センター等で17回18件
実施。

出張相談開催回数（回）
17 24 36

70.8%
0 62 12

発達支援コーディネー
ター養成事業

令和５年7月～8月講座実
施し、23園25人受講21人
修了。前年度修了者対象
にフォローアップ研修実施
し11園15名参加。

講座参加人数（人）

25 12 14

208.3%
175 204 284
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事務事業
実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）

令和５年度 令和６年度

達成度指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

総合計画上
の位置付け 分野 子育て 施策の方針 子育て家庭への支援

発達に課題を持つ子どもの保護者及び支援者等

支援を必要とする子どもとその家族が生活する地域で、適切な支援を受け、安心して生活することができるよう、地域
支援体制の整備を行うとともに、保護者支援体制の強化を図り、家族全体を支援する体制を整える。

地域と関係団体等との連携を進め、地域全体で子育て家庭への支援が行われるような体制を整備することで、鎌倉
市こども・子育てきらきらプランの主要施策「障害のある子どもと家庭への支援」の充実を図る。

・支援を必要とする子どもが所属する集団で必要なサポートが受けられるよう、幼稚園・保育園等において発達支援の中
核となる職員を「発達支援コーディネーター」として養成するための講座を開催した。令和４年度に講座修了したコーディ
ネーターを対象に、フォローアップ講座を実施した。
・地域で相談が受けられるよう、出張相談を定期的に実施した。
・保護者が子どもの特性を正しく理解し、適切な関わりができるよう、家族支援プログラム「ペアレントトレーニング」を実施
し、保護者同士でサポートしあえる仕組みづくりを進めた。

令和６年（2024年）度行政評価シート【個表】

評価対象事業 評価者

こども-35
地域における障害児支援体制整備事業

自治事務 主管課 発達支援室

重点事業 法定受託事務 関連課

発達支援室長 貴田　卓男



5 評価結果

(１) 最小事業評価

01
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03

(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

■ □ □ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

0.0%達成率 0.0% 150.0% 175.0% 208.3% 0.0%

子どもが所属する集団で必要なサポートを
受けるために職員の発達障害等への理解
と対応が必要であることから、支援の中核
となる人材育成のための養成研修の受講
者実人数を指標とする。

14.0

実績値 0.0 15.0 21.0 25.0

R5年度 R6年度 R7年度

目標値 0.0 10.0 12.0 12.0 14.0

・発達に支援を必要とする子どもと保護者が、身近な地域で支援を受けることができるよう、発達支援コーデイネー
ターの養成、修了者の実践講座の実施、コーディネーター間の情報共有、ペアレントトレーニングにおいては参加対
象者を拡大していく必要がある。
・出張相談について各地域で定期的な相談場所を確保し、より地域で相談しやすい体制整備を図っていく。

指標（単位） 養成研修の受講者実数 単位 人
指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小 休止・廃止

協働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施
協働実施済の場合のパートナー

有効性 事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

公平性 受益者負担は公正・公平か △.負担未導入 △-1　今後、負担の導入を検討すべき事業がある

2　統合に向けて検討できる事業がある

妥当性
各事業の実施に対する市民ニーズはあるか 1　市民ニーズは変わらずにある

民間によるサービスで代替できる事業はないか 3　民間によるサービスで代替できる事業はない

出張相談事業 身近な地域で相談を受けること
ができる体制の拡充を図るため
出張相談の実施回数を指標とす
る。令和５年度は、相談日に相
談希望者がないこともあり、前年
度より実施回数・件数が減少し
た。

身近な地域で相談を受けるこ
とができる出張相談の実施に
より、支援を必要とする子ども
とその保護者に相談しやすい
環境を提供することが可能と
なり、地域の子育て支援体制
の充実を図ることができる。

定期的な出張相談の会場確保に
課題がある。令和６年度からは既
存の枠にとらわれず、場の拡大を
行っていく。

ペアレントトレーニング
事業

ペアレントトレーニングは支援を
必要とする子どもを持つ保護者
支援を充実を図ることができるこ
とから、ペアレントトレーニングの
参加人数を指標とする。令和５
年度は前年度と同人数で目標を
下回る参加者となった。

保護者が子どもの特性を正し
く理解し、適切なかかわりが
できることで支援が必要なこ
どものライフステージに応じた
支援を行うことが可能となる。

これまでのプログラムを踏まえて
本市の受講者に適したアレンジを
行い、市職員がリーダーとなって
行った。また、保護者同士の支援
体制作りを進めるにあたり、修了
者のフォローアップ等を通じてペ
アレントメンター養成の土台作りを
検討していく。

効率性

事業費の削減余地はないか 1　事業費の削減余地はない

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 2　外部化に向けて検討できる事業がある

関連・類似する事業の統合はできないか
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事務事業
指標分析の推移、
目標未達の理由

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点

発達支援コーディネー
ター養成事業

子どもが所属する集団で必要な
サポートを受けるために職員の
発達障害等への理解と対応が必
要であることから、支援の中核と
なる人材育成のための養成研修
の受講者実人数を指標とする。
令和５年度は目標よりも多くの受
講希望者がおり、順調に推移し
ている。

園の職員を「発達支援コー
ディネーター」として養成する
ことで、支援を必要とする子
どもが所属する集団における
理解促進と適切な支援の提
供が可能となり、支援が必要
なこどものライフステージに応
じた地域支援が可能となる。

コーディネーター設置園の実際の
活用状況や課題を把握し、効果
的な運用について意見集約する
等、サポート体制の検討をすると
共に、コーディネーター間の連携
が図れるよう具体的な方法を検討
する。



◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

他市実績

0.0%

比較事項

団体名 鎌倉市

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 70.8% 0.0%

身近な地域で相談を受けることができ
る体制の拡充を図るため出張相談の
実施回数を指標とする。

36.0

実績値 2.0 18.0 24.0 17.0

R5年度 R6年度 R7年度

目標値 2.0 18.0 24.0 24.0 36.0

指標（単位） 出張相談の回数 単位 回
指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

指標（単位） ペアレントトレーニングの参加者数 単位 人
指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

ペアレントトレーニングは支援を必要とす
る子どもを持つ保護者支援を充実を図る
ことができることから、ペアレントトレーニン
グの参加人数を指標とする。

目標値 0.0 6.0 8.0 12.0 12.0 18.0

実績値 0.0 6.0 6.0 6.0

達成率 0.0% 100.0% 75.0% 50.0% 0.0% 0.0%


